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Ⅰ 事業の概要 

平成２６年６月に商工会及び商工会議所による小規模事業者の支援に関する法律(平成５年法律第５

１号。以下「小規模事業者支援法」という。)の一部が改正された。本改正により、小規模事業者の事業

の持続的発展を支援するため、商工会及び商工会議所が、小規模事業者による事業計画の作成、および

その着実な実施を支援することや、地域活性化にもつながる展示会の開催等の面的な取組を促進するた

め、商工会及び商工会議所が作成する支援計画のうち、小規模事業者の技術の向上、新たな事業の分野

の開拓その他の小規模事業者の経営の発達に特に資するものについての計画を、経済産業大臣が認定す

る仕組みが導入された（中小企業庁ホームページより引用）。 

上述より、商工会及び商工会議所は小規模事業者支援法（以下、「小規模支援法」という。）に基づく

経営発達支援計画を作成し、小規模事業者に対し有効な支援策を実施するため、伴走型小規模事業者支

援推進事業を実施する必要がある。具体的には【地域の経済動向調査に関すること】、【需要動向調査に

関すること】、【経営状況の分析に関すること】、【事業計画策定支援に関すること】、【事業計画策定後の

実施支援に関すること】、および【新たな需要の開拓に寄与する事業に関すること】の事業を実施するも

のである。  

加須市商工会では、平成２７年１１月、経済産業大臣による経営発達支援計画の認定を受け、この計

画に基づいた地域の小規模事業者の事業の持続的発展を支援するため、管轄市内の企業の実態をしっか

り把握し、個々の企業の業績向上につながる支援を行うことが求められている。 

 そこで、加須市商工会では伴走型小規模事業者支援推進事業の指針にある【地域の経済動向調査に関

すること】の事業をおこない、地域内における景況調査、小規模事業者の経営課題調査等の分析を行う。

これにより、小規模事業者に対し、地域の景況データの提供を行うとともに、商工会において効果的な

支援に結び付ける。 

 なお、小規模事業者とは、製造業その他においては従業員２０人以下、商業・サービス業においては

従業員５人以下の事業者を指す。 

 

Ⅱ 調査の目的 

 加須市の地域経済を支える小規模事業者は、需要の低下、売り上げの減少、経営者の高齢化による事

業承継等の問題に直面し、経営を持続的に行うための経営課題の解決が必要となっている。 

 そこで、伴走型小規模事業者支援推進事業として、同市内の事業者に景況感や経営上の問題点に関す

るアンケート調査を行う。この収集した情報を事業者に提供するだけでなく、商工会としても事業者に

対する効果的な支援策の立案に役立てるものである。 

 

Ⅲ 調査の実施時期 

平成２８年１０月～１１月 

 

Ⅳ 調査対象者 

 加須市商工会員 ２，２８９名 

 

Ⅴ 調査内容 

アンケート調査票（４７ページ）のとおり 

 

Ⅵ 調査方法 

アンケート用紙を郵送し、各事業所より経営指導員が回収を行った。 
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Ⅶ 調査結果 

 アンケートの回収数は１４０枚であった。 

 なお、以下の調査分析の集計母数が１４０と異なるものがあるのは、未記入、または未選択の調査票

があるためである。 

 

１． 基本情報（回答者の属性） 

（１）回答者の年齢 

図表１ 回答者の年齢を示す。 

有効回答アンケートは１４０。結果は以下のとおりである。 

・２０代  ０（ ０．０％） 

・３０代 １２（ ８．６％） 

・４０代 ３０（２１．４％） 

・５０代 ２８（２０．０％） 

・６０代 ４３（３０．７％） 

・７０代 ２２（１５．７％） 

・８０代  ５（ ３．６％） 

図表１ 回答者の年齢 

 

 

（２）地区 

図表２ 地区分類を示す。 

有効回答アンケートは１３５。結果は以下のとおりである。 

・ 加須地区  ６３（４６．７％） 

・ 騎西地区  ３２（２３．７％） 

・ 北川辺地区  ２３（１７．０％） 

・ 大利根地区  １６（１１．９％） 

・ その他   １（ ０．７％） 

図表２ 地区分類 
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80代 5
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大利根地区

16
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（３）業種 

図表３ 業種の件数を示す。 

有効回答アンケートは１３９。各地区の件数は以下のとおりである。 

図表３ 業種の件数 

 

  

また、業種の比率は以下のとおりである。 

図表４ 業種の比率 

 
 

（４）会社形態 

図表５ 会社形態（個人・法人）を示す。 

有効回答アンケートは１３４。およそ６割が「個人事業主」である。 

図表５ 会社形態 
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（５）従業員数 

①従業員数（役員・家族従業員除く） 

図表６ 従業員数（パート・アルバイトを含む）を示す。 

有効回答アンケートは１０２。結果は以下のとおりである。５人以下の事業所が全体の８４．３％を

占めている。 

・ ０人～ １人 ４６（４５．１％） 

・ ２人～ ５人 ４０（３９．２％） 

・ ６人～１０人 １２（１１．８％） 

  ・１１人～１５人  ２（ ２．０％） 

  ・１６人～２０人  １（ １．０％） 

  ・２１人以上    １（ １．０％） 

図表６ 従業員数（役員・家族従業員除く） 

 
  

②従業員数（役員・家族従業員含む） 

図表７ 従業員数（役員・家族従業員含む）を示す。 

有効回答アンケートは１４０。結果は以下のとおりである。 

・ ０人～ １人 ３９（２７．９％） 

・ ２人～ ５人 ７２（５１．４％） 

・ ６人～１０人 １８（１２．９％） 

 ・１１人～１５人  ７（ ５．０％） 

 ・１６人～２０人  ３（ ２．１％） 

 ・２１人以上    １（ ０．７％） 

図表７ 従業員数（役員・家族従業員含む） 

 
  

0人～1人 46 2人～5人 40 6～10人 12

11～15人 2

16～20人 1 21人以上 1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
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（６）資本金 

図表８ 資本金を示す。 

有効回答アンケートは８９。結果は以下のとおりである。 

・  １００万円以下 ２１（２３．６％） 

・ ～３００万円以下 ３２（３６．０％） 

・～１０００万円以下 ２８（３１．５％） 

 ・～５０００万円以下  ８（ ９．０％） 

 ・    １億円超   ０（ ０．０％） 

図表８ 資本金 

 
 

（７）創業時期 

図表９ 創業時期を示す。 

有効回答アンケートは１３９。結果は以下のとおりである。「昭和」での創業が９４（６７．６％）と

最も多い。 

・明治  ６（ ４．３％） 

・大正  ４（ ２．９％） 

・昭和 ９４（６７．６％） 

・平成 ３５（２５．２％） 

図表９ 創業時期 
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～5000万円以下 8
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（８）業歴 

図表１０ 業歴を示す。 

有効回答アンケートは１３８。結果は以下のとおりである。比較的業歴の長い事業所からの回答が多

く、３０年以上の合計が８９（６４．５％）を占める。 

・ ５年未満       １０（ ７．２％） 

・ ５年以上～１０年未満  ８（ ５．８％） 

・１０年以上～２０年未満 １０（ ７．２％） 

・２０年以上～３０年未満 ２１（１５．２％） 

・３０年以上～５０年未満 ５３（３８．４％） 

・５０年以上       ３６（２６．１％） 

図表１０ 業歴 

 
 

（９）売上規模（直近決算時） 

図表１１ 売上規模を示す。 

有効回答アンケートは１３０。結果は以下のとおりである。売上規模が３，０００万円未満の事業者

を合計すると全体の６２．３％を占め、比較的売上規模の小さい事業者からの回答が多いことが読み取

れる。 

・      １，０００万円未満 ４８（３６．９％） 

・１，０００～３，０００万円未満 ３３（２５．４％） 

・３，０００～５，０００万円未満 １４（１０．８％） 

・５，０００～１億円未満     １４（１０．８％） 

・  １億円～３億円未満     １９（１４．６％） 

・３億円以上            ２（ １．５％） 

図表１１ 売上規模（直近決算時） 
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（１０）知的財産の有無 

①特許権 

図表１２ 特許権の有無を示す。 

有効回答アンケートは１１３。特許権を有している事業者はいない。 

図表１２ 特許権の有無 

 
 

②実用新案 

図表１３ 実用新案の有無を示す。 

有効回答アンケートは１０６。実用新案権を有している事業者はいない。 

図表１３ 実用新案の有無 

 
 

③意匠登録 

図表１４ 意匠登録の有無を示す。 

有効回答アンケートは１０８。意匠登録を有している事業者はいない。 

図表１４ 意匠登録の有無 
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（１１）ＩＴの活用状況 

①ＩＴの活用状況 

図表１５ ＩＴの活用状況を示す。 

有効回答アンケートは９０。総回答数は３０５件（複数回答可）。「ホームページ」が４９（５４．４％）

と最も多く、次いで「文書作成」が４５（５０．０％）、「財務・会計」が４０（４４．４％）と、事務

や会計処理などでＩＴを活用している事業所が多いことがわかる。 

図表１５ ＩＴの活用状況 
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②ＩＴの活用状況（業種別） 

 図表１６ ＩＴの活用状況（業種別）を示す。 

全体的に小売業が様々な分野でＩＴを活用し、顧客獲得や業務の効率化を図っていることが読み取れ

る。一方、飲食業は他業種と比較してＩＴの利用度合いが低い傾向にある。 

図表１６ ＩＴの活用状況（業種別） 
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２．景況状況 

（１）現在の経営状況 

①現在の経営状況 

 図表１７ 現在の経営状況を示す。 

 分析結果はＰ１２に示す。 

図表１７ 現在の経営状況 

 

 ※売上高は３年前（2013年【平成 25年】決算期）と比べた直近の状況 

 ※経常利益は３年前（2013 年【平成 25 年】決算期）と比べた直近の経常利益（個人の方は、控除前

所得） 

図表１８ Ｄ・Ｉ（現在） 

項目 好転 横ばい 悪化 Ｄ・Ｉ 

経営状況 １７．４％ ３６．２％ ４６．４％ △２９．０ 

売上高 １２．４％ ４０．１％ ４７．４％ △３５．０ 

経常利益 １２．３％ ３７．７％ ５０．０％ △３７．７ 

 ※本調査結果中の「Ｄ・Ｉ」は、ディフュージョン・インデックス（Diffusion Index） の略であり、

各調査項目についての好転割合から悪化割合を差引いた値（景気動向指数）である。 

 ※経営状況については、「順調」「やや順調」を好転、「大変苦しい状況」「やや苦しい状況」を悪化と

している。 

 ※売上、経常利益については、「大幅に増加」「増加」を好転、「大幅に減少」「減少」を悪化としてい

る。 
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②現在の経営状況に関する分析 

ア）景況状況を埼玉県全体と比較 

 今回、アンケート調査を行った加須市における景況状況を埼玉県内全体の景況状況と比較することに

よって、景況状況が客観的にどのような状態であるのかを分析する。比較対象は、埼玉県産業労働部が

実施する『埼玉県四半期経営動向調査（平成 28年 10～12月期）』とする。 

 比較においてはＤ・Ｉを使用する。Ｄ・Ｉとは、ディフュージョン・インデックス（Diffusion Index） 

の略であり、各調査項目についての好転割合から悪化割合を差引いた値（景気動向指数）である。 

 図表１８の加須市の事業所のＤ・Ｉと『埼玉県四半期経営動向調査（平成 28年 10～12月期）』の同様

の項目を比較すると図表１９のとおりとなる。 

図表１９ Ｄ・Ｉ比較 

項目 加須市Ｄ・Ｉ  埼玉県Ｄ・Ｉ   

経営状況 △２９．０  △４３．３  加須市の方が１４．３ポイント良い 

売上高 △３５．０  △１２．２  加須市の方が２２．８ポイント悪い 

採算（経常利益） △３７．７  △２２．９  加須市の方が１４．８ポイント悪い 

 ※加須市の「経営状況」項目と埼玉県の「景況感」項目を比較している。 

※良い数値を青字、悪い数値を赤字とする 

 

＜分析結果＞ 

 加須市の事業者の景況状況は、「経営状況」「売上」「経常利益」の全てにおいてＤ・Ｉがマイナス数

値となっており、厳しい景況状況にあることがわかる。 

 このなかで、埼玉県全体の景況状況と比べると、「売上」「経常利益」の確保においては埼玉県内で

も悪い状況であることがわかる。一方、埼玉県の「景況感」と加須市の「経営状況」を比較すると良

い数値となる（「景況感」と「経営状況」は厳密には異なる意味となるため正確に比較はできない）。 

 Ｄ・Ｉ値より、売上げや経常利益が減少している事業者が多いものの、経営状況は悪くないという

ことが読み取れる。 

 

イ）業種別の景況状況 

次に、業種ごとの景況状況の分析を行う。 

a.製造業（ｎ＝２５） 

 売上高Ｄ・Ｉが△４０．０と加須市のなかでも厳しい景況状況にある業種であることがわかる。また、

埼玉県全体と比較しても売上高Ｄ・Ｉが低い数値となっている。 

図表２０ Ｄ・Ｉ（製造業） 

項目 Ｄ・Ｉ 

加須市製造業 

Ｄ・Ｉ 

加須市全体 

Ｄ・Ｉ 

埼玉県製造業 

経営状況 △２０．０ △２９．０ △４３．７ 

売上高 △４０．０ △３５．０ △１１．７ 

経常利益 △４４．０ △３７．７ △２１．７ 

 ※埼玉県の数値：埼玉県産業労働部『埼玉県四半期経営動向調査（平成 28年 10～12月期）』 
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b.建設業（ｎ＝２２） 

 売上高Ｄ・Ｉが△２７．３であるのに対し、経常利益Ｄ・Ｉが△３６．４と悪い数値である。原材料

価格や人件費等の高騰により、利益の確保が難しい状況であることが読み取れる。 

図表２１ Ｄ・Ｉ（建設業） 

項目 Ｄ・Ｉ 

加須市建設業 

Ｄ・Ｉ 

加須市全体 

Ｄ・Ｉ 

埼玉県建設業 

経営状況 △４．５ △２９．０ △３９．３ 

売上高 △２７．３ △３５．０ △１３．０ 

経常利益 △３６．４ △３７．７ △２５．８ 

 

c.卸売業（ｎ＝２２） 

 すべての業種のなかでもっとも売上高Ｄ・Ｉが低く、売上高の確保が難しい状況であることがわかる。

売上げの減少が経常利益の減少につながっているため、売上げを上昇させるための施策が必要である。 

図表２２ Ｄ・Ｉ（卸売業） 

項目 Ｄ・Ｉ 

加須市卸売業 

Ｄ・Ｉ 

加須市全体 

Ｄ・Ｉ 

埼玉県卸売業 

経営状況 △５０．０ △２９．０ △５２．１ 

売上高 △５０．０ △３５．０ △７．１ 

経常利益 △５０．０ △３７．７ △３０．８ 

 

d.小売業（ｎ＝２２） 

 卸売業同様、売上高Ｄ・Ｉ、経常利益Ｄ・Ｉとも悪い数値を示している。売上高Ｄ・Ｉの△４０．９

に比べ経常利益Ｄ・Ｉが△５０．０となっていることから、売上げの確保だけでなく、仕入単価、コス

トカット等の費用面への対応が必要であるといえる。 

図表２３ Ｄ・Ｉ（小売業） 

項目 Ｄ・Ｉ 

加須市小売業 

Ｄ・Ｉ 

加須市全体 

Ｄ・Ｉ 

埼玉県小売業 

経営状況 △４０．９ △２９．０ △６１．４ 

売上高 △４０．９ △３５．０ △１９．７ 

経常利益 △５０．０ △３７．７ △２９．２ 
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e.飲食業（ｎ＝２１） 

 経営状況Ｄ・Ｉ、売上高Ｄ・Ｉ、経常利益Ｄ・Ｉのすべてが加須市全体と比較して悪い数値となって

おり、良い景況状況でないことがわかる。また、埼玉県調査の経常利益Ｄ・Ｉをみても△３０．０とな

っており、飲食業全体が利益を確保しづらい状況であると読み取れる。 

図表２４ Ｄ・Ｉ（飲食業） 

項目 Ｄ・Ｉ 

加須市飲食業 

Ｄ・Ｉ 

加須市全体 

Ｄ・Ｉ 

埼玉県飲食業 

経営状況 △３８．１ △２９．０ △５０．０ 

売上高 △３８．１ △３５．０ △２６．１ 

経常利益 △３８．１ △３７．７ △３０．０ 

 

f.サービス業（ｎ＝２７） 

売上高Ｄ・Ｉが△１４．８と、加須市のなかではもっとも景況状況が良い業種である。それでも埼玉

県全体に比べれば、低い数値となっている。一方、経常利益Ｄ・Ｉは埼玉県調査に比べ良い数値となっ

ており、企業努力が伺える。 

図表２５ Ｄ・Ｉ（サービス業） 

項目 Ｄ・Ｉ 

加須市サービス業 

Ｄ・Ｉ 

加須市全体 

Ｄ・Ｉ 

埼玉県サービス業 

経営状況 △２５．９ △２９．０ △３４．４ 

売上高 △１４．８ △３５．０ △８．４ 

経常利益 △１４．８ △３７．７ △２０．１ 
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（２）売上が増加した要因 

 図表２６ 売上が増加した要因を示す。なお、本項目は『図表１７ 現在の経営状況』の売上高の項目

において「（売上高が）大幅に増加」「増加」と回答した方（ｎ＝１７）に尋ねている。 

有効回答アンケートは１６。総回答数は２９件（複数回答可）。「客数増加」と「販売量増」がともに

１１（３８．０％）と最も多い。 

図表２６ 売上が増加した要因 

 

 

（３）売上が減少した要因 

①売上が減少した要因 

 図表２７ 売上が減少した要因を示す。なお、本項目は『図表１７ 現在の経営状況』の売上高の項目

において「（売上高が）大幅に減少」「減少」と回答した方（ｎ＝６５）に尋ねている。 

有効回答アンケートは６４。総回答数は９８件（複数回答可）。最も多かった要因は「客数減少」で４

０（６２．５％）を占める。また、「販売量減」が３４（５３．１％）と続く。 

『図表２６ 売上が増加した要因』『図表２７ 売上が減少した要因』より、売上の増減は、販売単価で

はなく販売数に依存する傾向にあることがわかる。 

図表２７ 売上が減少した要因 
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②売上が減少した要因（業種別） 

 『図表２８ 売上が減少した要因』を業種別に分析する。 

 

［製造業］ 「販売量減」が売上減少の最大の要因となっている。 

［建設業］ 「販売量減」が最も高い割合を占めるが、「販売単価低下」「客数減少」も大きな要因であ

る。 

［卸売業］ 「客数減少」「販売量減」が大きな要因である。小売店の廃業等による取引先の減少。その

れにともなう販売量の減少が読み取れる。 

［小売業］ 「客数減少」が売上減少の最大の要因となっている。 

［飲食業］ 「客数減少」が売上減少の最大の要因となっている。 

［サービス業］ 売上減少の要因は「客数減少」による。 

図表２８ 売上が減少した要因（業種別） 
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（４）経常利益が増加した要因 

①経常利益が増加した要因 

 図表２９ 経常利益が増加した要因を示す。なお、本項目は『図表１７ 現在の経営状況』の経常利益

の項目において「（経常利益が）大幅に増加」「増加」と回答した方（ｎ＝１７）に尋ねている。 

有効回答アンケートは１５。結果は以下のとおりである。８０％の事業者が「売上が増加した」こと

を要因として挙げている。一方、「コストを削減した」と回答した事業者は３（２０．０％）である。 

・売上が増加した  １２（８０．０％） 

・コストを削減した  ３（２０．０％） 

図表２９ 経常利益が増加した要因 

 
 

②コスト削減の具体的な効果 

図表３０ コスト削減の具体的な効果を示す。なお、本項目は『図表２９ 経常利益が増加した要因』

において「コストを削減した」と回答した方（ｎ＝３）に尋ねている。 

有効回答アンケートは３。総回答数は４件（複数回答可）。 

図表３０ コスト削減の具体的な効果項目 
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（５）経常利益が減少した要因 

①経常利益が減少した要因 

 図表３１ 経常利益が減少した要因を示す。なお、本項目は『図表１７ 現在の経営状況』の経常利益

の項目において「（経常利益が）大幅に減少」「減少」と回答した方（ｎ＝６９）に尋ねている。 

有効回答アンケートは５２。結果は以下のとおりである。「売上が減少した」が３７（７１．２％）と

高い割合を占める。 

・売上が減少した ３７（７１．２％） 

・コストが増えた １５（２８．８％） 

『図表２９ 経常利益が増加した要因』『図表３１ 経常利益が減少した要因』より、経常利益の増減

は、売上げに依存する傾向にあることがわかる。 

図表３１ 経常利益が減少した要因 

 
 

②コスト増大の具体的な項目 

図表３２ コスト増大の具体的な効果項目を示す。なお、本項目は『図表３１ 経常利益が減少した要

因』において「コストが増えた」と回答した方（ｎ＝１５）に尋ねている。 

有効回答アンケートは１５。総回答数は２１件（複数回答可）。「仕入れコスト増」「人件費増」とする

回答が６（４０．０％）と最も多い。 

図表３２ コスト増大の具体的な効果項目 
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（６）商品の販売地域（取引先）について 

①商品の販売地域（取引先） 

 図表３３ 商品の販売地域（取引先）を示す。 

有効回答アンケートは１３７。総回答数は２６８件（複数回答可）。「加須市内」９４（６８．４％）

を中心に、ほとんどの事業者が近隣で商品を販売したり取引を行ったりしている。 

図表３３ 商品の販売地域（取引先） 
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②商品の販売地域（業種別） 

 図表３４ 業種ごとの商品の販売地域（取引先）を示す。 

建設業や小売業、飲食業、サービス業は市内や近隣での販売がほとんどだが、卸売業は近隣だけでな

く、市外の地域など比較的幅広く販売・取引をしていることがわかる。 

図表３４ 商品の販売地域（取引先）（業種別） 
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（７）主要な仕入先について 

①主要な仕入先 

 図表３５ 主要な仕入先を示す。 

有効回答アンケートは１２９。総回答数は２４８件（複数回答可）。加須市内に限らず、埼玉県内や近

隣府県（関東地域）など、比較的広い範囲から仕入れを行っていることが読み取れる。 

図表３５ 主要な仕入先 
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②主要な仕入先（業種別） 

図表３６ 主要な仕入先（業種別）を示す。 

建設業や飲食業では比較的近隣から仕入れを行う傾向にある。一方、製造業や卸売業では「近隣府県

（関東地域）」が最も高い割合を占めるなど、広域から仕入れを行っている様子が伺える。 

図表３６ 主要な仕入先（業種別） 
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（８）海外との取引状況 

①海外との取引状況 

 図表３７ 海外との取引状況を示す。 

有効回答アンケートは１１１。総回答数は１１２件（複数回答可）。「行っていない」事業者が１０６

と全体の９５．５％を占め、ほとんどの事業者が海外と取引をしていないことがわかる。「検討してい

る」事業者の数も２（１．８％）と、低い数値となっている。 

図表３７ 海外との取引状況 

 
 

②取引主要国 

図表３８ 取引主要国を示す。 

有効回答アンケートは４。総回答数は７件（複数回答可）。「アジア」が２件と多かったが、大きな偏

りは見られない。 

図表３８ 取引主要国 
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（９）今後（２０１６～２０２０年頃）の売上高及び経常利益の見込み 

①今後（２０１６～２０２０年頃）の売上高及び経常利益の見込み 

図表３９ 今後（２０１６～２０２０年頃）の売上高及び経常利益の見込みを示す。 

『図表１８ Ｄ・Ｉ（現在）』と比較すると、売上高Ｄ・Ｉ、経常利益Ｄ・Ｉとも現在よりも良い数値

となっており、景況状況は好転することが見込まれる。 

図表３９ 今後（２０１６～２０２０年頃）の売上高及び経常利益の見込み 

 

図表４０ Ｄ・Ｉ（見込み） 

項目 好転 横ばい 悪化 Ｄ・Ｉ 

売上高 ７．４％ ５４．１％ ３８．５％ △３１．１ 

経常利益 ６．８％ ５５．３％ ３７．９％ △３１．１ 

 ※本調査結果中の「Ｄ・Ｉ」は、ディフュージョン・インデックス（Diffusion Index） の略であり、

各調査項目についての好転割合から悪化割合を差引いた値（景気動向指数）である。 

 ※売上高については、「増加傾向」を好転、「減少傾向」を悪化としている。 

 ※経常利益については、「好転する見込み」を好転、「悪化する見込み」を悪化としている。 

 

  

好転する見込み 9

増加傾向 10

横ばい 73

横ばい 73

悪化する見込み 50

減少傾向 52

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

経常利益

売上高



25 

②今後（２０１６～２０２０年頃）の売上高の見込み（業種別） 

図表４１ 今後（２０１６～２０２０年頃）の売上高の見込み（業種別）を示す。 

小売業が「減少傾向」と回答する割合が高い。飲食業は「増加傾向」と回答する事業者はいないが、

「横ばい」と回答する割合がもっとも高い。 

図表４１ 今後（２０１６～２０２０年頃）の売上高の見込み（業種別） 

 

 

③今後（２０１６～２０２０年頃）の売上高の見込み（業種別） 

図表４２ 今後（２０１６～２０２０年頃）の経常利益の見込み（業種別）を示す。 

『図表４１ 今後（２０１６～２０２０年頃）の売上高の見込み（業種別）』と類似した傾向にある。 

図表４２ 今後（２０１６～２０２０年頃）の経常利益の見込み（業種別） 
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３．従業員数・人材確保 

（１）雇用状況（常用雇用者（パートアルバイト除く）） 

①３年前と比較した現在の常用雇用者数 

図表４３ ３年前と比較した現在の常用雇用者数を示す。 

有効回答アンケートは１１９。結果は以下のとおりである。「変化なし」とする回答が１００（８４．

０％）と全体の８割を占めた。 

 ・大幅に増加   １（ ０．８％） 

 ・増加    ７（ ５．９％） 

 ・変化なし  １００（８４．０％） 

 ・減少  １１（ ９．２％） 

 ・大幅に減少   ０（ ０．０％） 

図表４３ ３年前と比較した現在の常用雇用者数 

 
 

②常用雇用者数が増加した理由 

図表４４ 常用雇用者数が増加した理由を示す。なお、本項目は『図表４３ ３年前と比較した現在の

常用雇用者数』において「大幅に増加」「増加」と回答した方（ｎ＝８）に尋ねている。 

有効回答アンケートは８。「本業の業務拡大」を理由に挙げた事業者が６（７５．０％）と大多数であ

る。 

図表４４ 常用雇用者数が増加した理由 
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③常用雇用者数が減少した理由 

図表４５ 常用雇用者数が減少した理由を示す。なお、本項目は『図表４３ ３年前と比較した現在の

常用雇用者数』において「大幅に減少」「減少」と回答した方（ｎ＝１１）に尋ねている。 

有効回答アンケートは９。「本業以外の業務縮小」が５（５５．６％）と過半数であった。続いて「機

械設備の導入による省人化」が２（２２．２％）となっている。 

図表４５ 常用雇用者数が減少した理由 

 

 

（２）雇用状況（パート・派遣社員） 

④３年前と比べた現在のパート・派遣社員数 

 図表４６ ３年前と比べた現在のパート・派遣社員数を示す。 

 有効回答アンケートは１０９。結果は以下のとおりである。増加合計は５（４．６％）、減少合計は１

１（１０．１％）と若干減少傾向にある。 

 ・大幅に増加  ０（ ０．０％） 

 ・増加   ５（ ４．６％） 

 ・変化なし  ９３（８５．３％） 

 ・減少 １０（ ９．２％） 

 ・大幅に減少  １（ ０．９％） 

図表４６ ３年前と比べた現在のパート・派遣社員数 
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⑤パート・派遣社員数が増加した理由 

図表４７ 常用雇用者数が増加した理由を示す。なお、本項目は『図表４６ ３年前と比べた現在のパ

ート・派遣社員数』において「増加」と回答した方（ｎ＝５）に尋ねている。 

総回答数は６件（複数回答可）。「本業の業務拡大」とする回答が３件と多い。また「常用雇用者から

切り替え」という理由も２件あがっている。 

図表４７ パート・派遣社員数が増加した理由 

 

 

⑥パート・派遣社員数が減少した理由 

図表４８ パート・派遣社員数が減少した理由を示す。なお、本項目は『図表４６ ３年前と比べた現

在のパート・派遣社員数』において「大幅に減少」「減少」と回答した方（ｎ＝１１）に尋ねている。 

有効回答アンケートは９。『図表４５ 常用雇用者数が減少した理由』と同様に、「本業の業務縮小」が

５（５５．６％）と、もっとも大きな理由として挙がっている。 

図表４８ パート・派遣社員数が減少した理由 
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（３）人材の募集方法 

図表４９ 従業員を募集する際の活動内容を示す。なお、本項目は『図表４３ ３年前と比較した現在

の常用雇用者数』において「大幅に増加」「増加」と回答した方（ｎ＝８）に尋ねている。 

有効回答アンケートは３。総回答数は４件（複数回答可）。「ハローワークへ求人を依頼」「ハローワー

ク主催の合同企業説明会へ参加」と、ハローワークを利用した活動が多い。 

図表４９ 従業員の募集にあたっての活動内容 

 

 

（４）人材確保の課題 

①人材確保の課題 

図表５０ 人材確保の課題を示す。 

有効回答アンケートは６７。総回答数は１０４件（複数回答可）。「求める人材や能力を持った人の応

募が少ない」「応募する人の数が少ない」など、人材不足の環境が読み取れる。 

図表５０ 人材確保の課題 
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①人材確保の課題（業種別） 

図表５１ 人材確保の問題（業種別）を示す。 

『図表５０ 人材確保の課題』で回答の多かった、「求める人材や能力を持った人の応募が少ない」「応

募する人の数が少ない」の２点を各業種で比較したところ、飲食業では「応募する人の数が少ない」が

高い割合を占めるが、それ以外の業種では「求める人材や能力を持った人の応募が少ない」が高い割合

となる。 

図表５１ 人材確保の課題（業種別） 
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（５）人材確保についての公的支援策で有効と思われるもの 

①人材確保についての公的支援策で有効と思われるもの 

図表５２ 人材確保についての公的支援策で有効と思われるものを示す。 

有効回答アンケートは７３。総回答数は１２９件（複数回答可）。もっとも多かったのは「従業員の技

能取得に関する企業支援」が４０（５４．８％）で、「企業の採用情報の発信」と「中途採用者向け企業

の魅力発信」がそれぞれ１７（２３．３％）と続いた。人材募集および雇用した従業員のスキルアップ

が求められていることがわかる。 

図表５２ 人材確保についての公的支援策で有効と思われるもの 

 

 

②人材確保についての公的支援策で有効と思われるもの 

 次に、最も回答の多かった「従業員の技能習得に関する企業支援」を必要としている割合を業種で比

較する。小売業で最も必要とされているが、他の業種でも高い割合で技能習得に関する支援を求めてい

る。 

図表５３ 人材確保についての公的支援策で有効と思われるもの（業種別） 
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４．事業の将来的な展開・事業承継 

（１）主要事業の将来性 

①主要事業の将来性 

 図表５４ 主要事業の将来性（５～１０年先）について示す。 

有効回答アンケートは１３０。「成長力は期待できないが、維持・継続は確保できる」とする回答が４

４（３３．８％）と最も多かったが、「徐々に縮小していく」「成長は見込めない」を合わせると全体の

４４．６％を占め、事業の縮小を体感している事業者も多いことが読み取れる。 

図表５４ 主要事業の将来性（５～１０年先） 

 
 

②主要事業の将来性（業種別） 

 業種別に主要事業の将来性をみると、小売業や卸売業において「現在も縮小しており成長は見込めな

い」と回答する割合が特に高い。 

図表５５ 主要事業の将来性（５～１０年先）業種別 
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（２）今後の事業継続について 

図表５６ 今後事業を継続するかどうか（業種別）を示す。 

小売業において「継続したい」との回答が６割を切っている。また「廃業を予定している」という回

答に着目すると、製造業、建設業、小売業が高い割合を占める。 

図表５６ 今後事業を継続するかどうか（業種別） 

 

 

（３）今後の事業方針 

図表５７ 今後の事業方針を示す。 

有効回答アンケートは１３６。「現在の事業内容を軸に継続していきたい」とする回答が８０（５８．

８％）となり、既存事業の拡充を主に考えている事業者が多いことが読み取れる。 

図表５７ 今後の事業方針 

 

 

（４）どんな事業への進出を計画しているか 

図表５８ どんな事業への進出を計画しているかを示す。『図表５７ 今後の事業方針』で「現在の事業

内容とは全く異なる領域の事業分野」と回答した事業者に質問している。自由記入のため、原文ママで

掲載している。 

図表５８ どんな事業への進出を計画しているか 
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（５）廃業について 

①廃業を予定している理由 

図表５９ 廃業を予定している理由を示す。なお、本項目は『図表５７ 今後の事業方針』において「廃

業を予定している」と回答した方（ｎ＝２５）に尋ねている。 

有効回答アンケートは２３。総回答数は３５件（複数回答可）。「適当な後継者がいない」が１７（７

３．９％）と最も多いことがわかる。 

図表５９ 廃業を予定している理由 

 

 

②廃業する際のノウハウ・市場等の利活用意向 

図表６０ 廃業する際のノウハウ・市場等の利活用意向を示す。 

有効回答アンケートは２２。総回答数は２２（複数回答可）。「特に考えていない」事業者が１８（８

１．９％）とほとんどである。 

図表６０ 廃業する際のノウハウ・市場等の利活用意向 
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（６）事業承継について 

①事業承継の予定 

 図表６１ 事業承継の予定を示す。 

有効回答アンケートは１０６。結果は以下のとおりである。 

・後継者が決まっており、その後継者に事業を承継する        ２９（２７．４％） 

・承継者は決まっていないが、後継者候補はいる           １４（１３．２％） 

・後継者は決まっておらず、後継者候補もいないが、事業は継続したい ３９（３６．８％） 

・代表者（事業主）がまだ若いので、後継者を決める必要がない    ２４（２２．６％） 

図表６１ 事業承継の予定 

 
 

②承継者・承継先について 

 図表６２ 承継者・承継先を示す。なお、本項目は『図表６１ 事業承継の予定』において「後継者が

決まっており、その後継者に事業を承継する」と回答した方（ｎ＝２９）に尋ねている。 

有効回答アンケートは２６。結果は以下のとおりである。「親族への承継」が２５（９６．２％）と大

半を占める。 

・親族への承継         ２５（９６．２％） 

・親族ではない従業員への承継   １（ ３．８％） 

・同業者への承継         ０（ ０．０％） 

・同業者ではない取引先への承継  ０（ ０．０％） 

・第３者へ売却または譲渡     ０（ ０．０％） 

・その他             ０（ ０．０％） 

図表６２ 承継者・承継先について 
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③事業承継の取組状況 

 図表６３ 事業承継の取組状況を示す。なお、本項目は『図表６１ 事業承継の予定』において「後継

者が決まっており、その後継者に事業を承継する」と回答した方（ｎ＝２９）に尋ねている。 

有効回答アンケートは２１。結果は以下のとおりである。「具体的に取り組んでいる」事業者が１１

（５２．４％）と半数以上で、「近々取り組む予定」の事業者数と合わせると全体の７割にもなり、事業

承継の取組に積極的な事業者が多いことが読み取れる。 

・具体的に取り組んでいる         １１（５２．４％） 

・近々取り組む予定である          ４（１９．０％） 

・まだ何も取り組んでいない         ５（２３．８％） 

・事業承継に向けた取り組み方がわからない  １（ ４．８％） 

・その他                  ０（ ０．０％） 

図表６３ 事業承継の取組状況 

 

 

（７）事業承継についての問題点 

 図表６４ 事業承継についての問題点を示す。 

有効回答アンケートは８５。総回答数は１０２件（複数回答可）。「後継者の養成」が３０（３５．２％）

と高い割合を占める。 

図表６４ 事業承継についての問題点 
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５．経営課題 

（１）今後取り組みたい経営課題 

①販売面の経営課題 

ア）売上げアップを目指したい事業者の割合 

図表６５ 売上アップを目指したい事業者の割合（業種別）を示す。 

飲食業が６６．７％と高い割合を示したが、いずれの業種も半分以上の事業者が売上アップを志向し

ていることが読み取れる。 

図表６５ 売上アップを目指したい事業者の割合（業種別） 

 

 

イ）具体的にどのように売上アップを目指したいか 

a. 具体的にどのように売上アップを目指したいか 

 図表６６ 具体的にどのように売上アップを目指したいかを示す。なお、本項目は『図表６５ 売上ア

ップを目指したい事業者の割合（業種別）』において「売上アップを目指したい」と回答した方（ｎ＝８

２）に尋ねている。 

有効回答アンケートは７３。総回答数は１４０件（複数回答可）。「新製品を作りたい」「ビジネスパー

トナー探し」「ネット販売」「チラシによる販売促進」の４つに回答が集まっている。 

図表６６ 具体的にどのような売上アップを目指したいか 
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b. 具体的にどのように売上アップを目指したいか（業種別） 

 製造業・サービス業は「ビジネスパートナー探し」、建設業は「ネット販売」、卸売業・飲食業は「新

製品等を作りたい」、小売業は「チラシによる販売促進」が最も高い回答数となるなど、業種により方法

が異なることが読み取れる。 

図表６７ 具体的にどのような売上アップを目指したいか（業種別） 
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②財務面の経営課題 

ア）財務面の経営課題 

図表６８ 財務面についての経営課題を示す。 

有効回答アンケートは７２、総回答数は９４件（複数回答可）。「コスト削減」が最も多く、３７（５

１．４％）となっている。 

図表６８ 財務面についての経営課題 

 

 

イ）財務面の経営課題（業種別） 

 図表６９ 財務面についての経営課題（業種別）を示す。 

卸売業では「資金繰りの改善」、小売業と飲食業では「コストの削減」が、建設業では「財務体質の強

化」という回答が特徴的に目立っている。 

図表６９ 財務面についての経営課題（業種別） 
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③組織・人事面の経営課題 

ア）組織・人事面の経営課題 

図表７０ 組織・人材面についての経営課題を示す。 

有効回答アンケートは６６。総回答数は８２件（複数回答可）。「従業員の能力を向上させたい」が４

０（６０．６％）と６割以上を占める。 

図表７０ 組織・人材面についての経営課題 

 

 

イ）組織・人事面の経営課題（業種別） 

 図表７１ 組織・人材面についての経営課題（業種別）を示す。 

一見、従業員に技能やノウハウが必要な製造業・建設業ではなく、卸売業・小売業・サービス業で「従

業員の能力を向上させたい」とする回答が多い点が特徴である。 

図表７１ 組織・人材面についての経営課題（業種別） 
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④製造・在庫管理の経営課題（建設業・製造業の方のみ） 

ア）製造・在庫管管理について 

図表７２ 製造・在庫管理についての経営課題（建設業・製造業のみ回答）を示す。 

有効回答アンケートは２１、総回答数は２７件（複数回答可）。「原価計算を行いたい」と答えた事業

者がもっとも多かったが、事業者によって回答にはばらつきが見られる結果である。 

図表７２ 製造・在庫管理についての経営課題 

 
 

イ）製造・在庫管管理について 

 図表７３ 製造・在庫管理についての経営課題（業種別）を示す。 

製造業では「原価計算を行いたい」「歩留り率を上げたい」と回答する事業者が最も多く、建設業では

「技術承継を進めたい」という回答が多い。 

図表７３ 製造・在庫管理についての経営課題（業種別） 
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（２）経営に役立つ情報 

図表７４ 経営に役立つ情報の収集元を示す。 

有効回答アンケートは１１６。総回答数は２５８件（複数回答可）。「顧客・取引先」６２（５３．４％）、

「同業者」４４（３７．９％）と、仕事上での関係者から情報収集をすることが多い。また、「商工会」

も５７（４９．１％）と２番目に多く、経営に役立つ情報の重要な仕入先のひとつであることがわかる。 

図表７４ 経営に役立つ情報の収集元 
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６．その他 

（１）需要動向の把握を希望する商品・サービス・項目 

図表７５ 需要動向の把握を希望する商品・サービス・項目を示す。 

基本原文ママで掲載している。 

図表７５ 需要動向の把握を希望する商品・サービス・項目 

 

 

（２）経営計画づくりへの関心 

①経営計画づくりへの関心 

図表７６ 事業所の経営計画づくりへの関心を示す。 

有効回答アンケートは１０７。結果は以下のとおりである。「既に経営計画があり活用している」事業

所は１３（１２．１％）と少ないが、４９（４５．８％）の事業所が、経営計画づくりに「興味がある」

と回答している。 

・既に経営計画があり活用している １３（１２．１％） 

・関心がある           ４９（４５．８％） 

・関心がない           ４５（４２．２％） 

図表７６ 事業所の経営計画づくりへの関心 
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②経営計画づくりへの関心（業種別） 

 図表７７ 事業所の経営計画づくりへの関心（業種別）を示す。 

どの業種でも「関心がある」との回答が多いが、その中でも特に卸売業が１０（６６．７％）と高い

割合で関心を持っていることがわかる。 

図表７７ 事業所の経営計画づくりへの関心（業種別） 
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Ⅷ 総括 

 

 最後に、小規模事業者の経営状況について総括を行う。 

 

 

 

 

 

 

この経営環境は今後良くなるであろうか。この命題に答えるため、小規模事業者にとって主要顧客に

なるであろう地元住民の推移＝加須市の人口の推移をみてみる。国立社会保障・人口問題研究所の将来

推計人口によれば、2015年に約 11.3万人であった人口が、年々減少し、2040年には約 9.2万人となる

としている。 

 つまり、市場マーケットの自然増は見込むことができず、何も対策を打たなければ、現状よりも良い

経営環境になるとはいえないことがわかる。 

図表７８ 加須市の人口推移 

 

出典：Resas（人口マップ→人口構成→人口推移） 

  

■加須市の事業者を取り巻く環境は埼玉県のなかでも厳しい 

加須市の事業者の景況状況と埼玉県の状況をＤ・Ｉ値により比べると、加須市の景況状況の方が

悪いことがわかった。つまり、加須市の事業者を取り巻く経営環境は埼玉県の中でも厳しい状況に

あることになる。 
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このような厳しい経営環境のなか、事業者の事業継続の意向をみると次のとおりとなる。 

 

 

 

 

 

上記結果を逆説的にみると、既存事業者の少なくとも 3/4は事業を継続する意向にあることがわかる。 

それではどのような経営課題を解決すれば、事業継続がスムーズになるかをみてみる。 

 

 

 

 

 

 

 

つまり、「売上アップ」という経営課題を解決することができれば、事業継続がスムーズになるという

ことになる。 

そこで、次に、「売上アップ」を目指すための方法について考える。 

 

 

 

 

 

 加須市の事業者のほとんどは市内・近隣市町に商品・製品・サービスを販売している。一方、前述し

た人口推移でもわかるとおり、加須市の人口は今後、減少していく。つまり、今まで同様の顧客ターゲ

ットを対象にビジネスを行っていれば売上高は徐々に減少していくことが考えられる。つまり、顧客タ

ーゲットの変更＝ビジネスモデルの再構築が必要であるといえる。 

ビジネスモデルの再構築とは、顧客ターゲット層を見直すことである。今後、事業が持続的に継続で

きるよう、販売ターゲットを見直し、新たな顧客層を取り込む工夫を行うことが不可欠になる。 

 

 

 

 

 

顧客ターゲットの見直しの際は、しっかりと計画を作成し、どのような商品／製品／サービスを準備

し、販売するかを計画化する。これを行うことで、新たな取り組みの成功率が上がる。 

小規模事業者の経営者は実業に忙しいのが常であり、なかなかこのような計画作成を行う時間を確保

するのが難しいであろう。一方で、多くの小規模事業者は今までどおりのビジネスモデルを維持してい

れば事業の衰退が懸念される。ここで一旦立ち止まり、将来も持続的に経営ができるような事業計画の

作成をしてみてはどうか考えるのも一つの方法であろうと考えられる。 

以上 

■加須市の事業者のほとんどは市内・近隣市町に販売している 

商品の販売地域（取引先）をみると、加須市内、近隣市町との取引がほとんどであることがわか

る。 

■廃業予定割合は製造業、建設業、小売業で高い 

この厳しい経営環境のなか、今後の事業継続の意思をみると、製造業の２８．０％、小売業の２

６．３％、建設業の２２．７％が廃業を予定していると回答している。 

■すべての業種において「売上アップを目指したい」事業者が半数以上 

経営課題を尋ねたところ、「売上アップを目指したい」とする回答がすべての業種で半数以上の

割合を占めた。また、具体的に取り組みたい方法としては、製造業・サービス業が「ビジネスパー

トナー探し」、建設業が「ネット販売」、卸売業・飲食業が「新製品等を作りたい」、小売業が「チラ

シによる販売促進」が最も高い回答割合となった。 

■約５割の事業者が経営革新計画に関心がある 

ビジネスモデルの再構築に有効な方法が事業計画（経営革新計画）の作成である。本アンケート

によれば、約５割の事業者が経営革新の作成に関心があると回答している。 
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Ⅸ アンケート調査票 

事業所の概要                                                                     

問１ 事業所の概要についてお伺いします。 

（空欄の箇所にはご記入いただき、□には当てはまるもの１つに  して下さい） 

事業所名（※任意）  

代表者名（※任意）  

年齢 
□ 20 代 □ 30 代 □ 40 代 □ 50 代 

□ 60 代 □ 70 代 □ 80 代  

地区 □ 加須地区 □ 騎西地区 □ 北川辺地区 □ 大利根地区 □ その他 

社員数 
役員・家族従業員      名  正社員      名 

パート・アルバイト     名  合計       名 

会社形態 □ 個人   □ 法人（合同・合名・NPO 等含む） 

資本金 
□ 100 万円以下 □ ～300 万円以下 □ ～1000 万円以下 

□ ～5000 万円以下 □ 1 億円超～  

業種 
□ 製造業 □ 建設業 □ 卸売業 □ 小売業 

□ 飲食業         □ サービス業  □ その他  

主要商品 

サービス 

(例)うどん・和菓子製造販売・理美容・一般住宅建築・金属加工・旅行 

売上規模 

（直近決算時） 

□ 1,000 万円未満 

□ 3,000 ～ 5,000 万円未満 

□ １億円 ～ ３億円未満 

□ 1,000～3,000 万円未満  

□ 5,000 万円～１億円未満  

□ ３億円以上 

創業時期 
□ 明治  □ 大正  □ 昭和  □ 平成  □その他（      ） 

（      ）年 

業歴 
□ 5 年未満  □ 5 年以上～10 年未満  □ 10 年以上～20 年未満   

□ 20 年以上～30 年未満  □ 30 年以上～50 年未満   □ 50 年以上 

知的財産 

※それぞれの項目ごと

にをお願いします 

特許権   □ あり □ なし    実用新案  □ あり □ なし 

意匠登録  □ あり □ なし 

IT 活用状況 

※当てはまるもの全て

にをお願いします 

□ ホームページ □ ブログ、ＳＮＳ □ 電子メール、メルマガ 

□ 財務・会計・給与計算 □ 売上・受注管理 □ 在庫・仕入・生産・顧客管理 

□ 表計算 □ 専用ソフト(CAD 等) □ POP・DM など 

□ 文書作成 □ その他（                ） 
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売上高や経常利益（個人の方は、最終利益）の動向について         

問 2 現在の経営状況についてお伺いします。 

□ 順調 □ やや順調 □ 普通 □ やや苦しい状況 □ 大変苦しい状況 

 

問 3 直近の売上は、3年前（2013 年【平成 25 年】決算期）と比べてどのような状況ですか。 

（当てはまるもの１つに  して下さい） 

□ 大幅に増加   □ 増加   □ 変化なし（横ばい）   □ 減少   □ 大幅に減少 

 

問 4 直近の経常利益（個人の方は、控除前所得）は、3年前（2013年【平成 25年】決算期）と 

比べてどのような状況ですか。（当てはまるもの１つに  して下さい） 

□ 大幅に増加   □ 増加   □ 変化なし（横ばい）   □ 減少   □ 大幅に減少 

 

問 5 問 3で「売上が増加」（大幅に増加、増加）と回答された方にお尋ねします。 

増加の要因は何ですか。（当てはまるものに  して下さい：複数回答可） 

□ 客数（取引先）が増えた  □ 販売（受注）量が増えた   □ 販売（受注）単価が上昇した 

□ 販売品目が増えた       □ 差別化品・サービスの開発ができた    

□ 収益性の高い品目・サービスへ特化した             □ 生産効率が高まった 

 

問 6 問 3で「売上が減少」（減少、大幅に減少）と回答された方にお尋ねします。 

減少の要因は何ですか。（当てはまるものに  して下さい：複数回答可） 

□客数（取引先）が減った  □販売（受注）量が減った  □販売（受注）単価が低下した 

□販売品目が減った     □差別化品・サービスの開発ができなかった 

□その他(                              ) 

 

問 7 問 4で「経常利益が増加した」（大幅に増加、増加）と回答された方にお尋ねします。 

増加の要因は具体的に何ですか。（当てはまるものに  して下さい：複数回答可） 

□ 売上が増加した         □ コストを削減した 

 

具体的な効果項目は何ですか。（複数回答可） 

□ 仕入コスト（原材料や販売商品）が低下した        □ 在庫を圧縮した 

□ 管理コスト(設備維持･ﾘｰｽ料等｡人件費除く)が低下した  □ 人件費が減った 

□ 人事管理による効率化が進んだ      □ 内製化率を下げて外注を増やした 

□ 内製化率を上げて外注を減らした    □ その他(              ) 
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問 8 問 4で「経常利益が減少した」（減少、大幅に減少）と回答された方にお伺いします。 

減少した要因は具体的に何ですか。（当てはまるものに  して下さい：複数回答可） 

□ 売上が減少した      □ コストが増えた 

 

具体的な効果項目は何ですか。（複数回答可） 

□ 仕入コスト（原材料や販売商品）が増えた           □ 在庫が増加した 

□ 管理コスト(設備維持･ﾘｰｽ料等｡人件費除く)が増えた      □ 人件費が増えた 

□ 人事管理が非効率であった  □外注費・委託費が増加した  □ 設備投資が嵩んだ 

□ その他(                           ) 

 

問 9 商品の販売地域（取引先）についてお伺いします。（当てはまるものに  して下さい：複数回答可） 

□ 加須市内 □ 近隣市町 □ 埼玉県内 □ 近隣府県（関東地域） 

□ 国内地域（       ）  □ 海外 □ 国内・海外問わず  

 

問 10 主要な仕入先についてお伺いします。（当てはまるものに  して下さい：複数回答可） 

□ 加須市内 □ 近隣市町 □ 埼玉県内 □ 近隣府県（関東地域） 

□ 国内地域（       ）  □ 海外 □ 国内・海外問わず  

 

問 11 海外との取引状況についてお伺いします。 

① 現在、海外との取引はありますか？（当てはまるものに  して下さい：複数回答可） 

□ 輸出を行っている        □ 輸入を行っている  

□ 海外に生産・販売拠点がある 

□ 海外企業と生産や販売に係わる業務委託契約を行っている 

□ 検討している          □ 行っていない 

 

   ② 取引主要国をご記入ください 

 

 

 

問 12 今後（2016~2020 年頃）の売上高及び経常利益（個人の方は、控除前所得）の見込みついて

お伺いします。（当てはまるもの１つに  して下さい） 

売上高 □ 増加傾向 □ 横ばい □ 減少傾向 

経常利益 □ 好転する見込み □ 横ばい □ 悪化する見込み 
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従業員数・人材確保                          

問 13 現在の常用雇用者数（派遣・パートを除く）についてお伺いします。 

3 年前と比べてどのように変化しましたか。（当てはまるもの１つに  して下さい） 

□ 大幅に増加   □ 増加   □ 変化なし（横ばい）   □ 減少   □ 大幅に減少 

 

その理由は何ですか。（複数回答可） 

□ 本業の業務を拡大した              

□ 設備投資を実施した 

□ 本業以外の業務拡大や設備投資を実施した 

□ 他社を吸収・合併した 

□ その他(               ) 

 その理由は何ですか。（複数回答可） 

□ 本業の業務を縮小した           

□ 本業以外の業務を縮小した 

□ 一部機能を他社へ譲渡・売却した      

□ 機械設備の導入による省人化が進んだ 

□ その他(             ) 

 

問 14 現在のパート・派遣社員数についてお伺いします。 

3 年前と比べてどのように変化しましたか。（当てはまるもの１つに  して下さい） 

□ 大幅に増加   □ 増加   □ 変化なし（横ばい）   □ 減少   □ 大幅に減少 

 

その理由は何ですか。（複数回答可） 

□ 本業の業務を拡大した 

□ 本業以外の業務を拡大した 

□ 常用雇用者からパート・派遣へ切り替えた   

□ その他(              ) 

 その理由は何ですか。（複数回答可） 

□ 本業の業務を縮小した            

□ 本業以外の業務を縮小した 

□ 常用雇用者へ切り替えた           

□ 機械設備の導入による省人化が進んだ 

□ その他(             ) 

 

問 15 問 13 で「大幅に増加 増加」したとお答えの方にお伺いします。従業員の募集にあたって、 

どのような活動を行っておりますか？（当てはまるものに  して下さい：複数回答可） 

□ 学校へ求人を依頼する 

□ 就職情報誌へ求人広告を掲載する 

□ 就職情報会社等のサイトへ求人について掲載する 

□ ハローワーク等が主催する合同企業説明会へ参加する 

□ その他 

□ 新聞・新聞折込チラシへ求人広告を掲載する 

□ 自社ホームページに採用情報コーナーを開設する 

□ ハローワークへ求人を依頼する 

□ 社員・知人からの紹介を受ける・縁故採用する 

□ 採用を行っていない 

問 16 人材確保の課題についてお伺いします。（当てはまるものに  して下さい：複数回答可） 

□ 求める人材や能力を持った人の応募が少ない 

□ 採用後の教育・訓練のノウハウが不足している 

□ 応募する人の数が少ない 

□ 採用しても、マナー等の社会人の基本ができていない 

□ 採用しても、仕事に対する意欲が乏しい 

□ 採用後の職場定着率が低い 

□ その他（                    ） 
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問 17 人材確保についての公的支援策で有効と思われるものについてお伺いします。 

（当てはまるものに  して下さい：複数回答可） 

□ 従業員の技能習得･技術向上･ビジネススキル向上に関する企業支援 

□ 企業の採用情報の発信                            □ 就職説明会･就職面接会の開催 

□ 採用に関する企業と大学･高校間のネットワーク作り 

□ 大学生･高校生向け企業の魅力･情報の発信 

□ 中途採用者・転職希望者向け企業の魅力・情報の発信 

□ 企業見学会の実施                         □ 中学生・高校生の職業観の育成 

□ ビジネスマナー等の研修                   □ その他（             ） 

事業の将来的な展開／事業承継                                                                          

問 18 主要事業の将来性（５～１０年先）についてどのようにお考えですか？ 

（当てはまるもの１つに  して下さい） 

□ 今後も成長が期待できる分野である 

□ 成長力は期待できないが、維持・継続はそれなりに確保できる 

□ 現在は、まだ市場があるが、規模は徐々に縮小していく 

□ 現在も縮小しており、成長は見込めない 

□ わからない 

 

問 19  今後の事業継続についてどのようにお考えですか？（当てはまるもの１つに  して下さい） 

□ 現在の事業内容を軸に継続していきたい                → 問 22 へ 

□ 現在の事業内容に関連した新たな事業分野へ進出・転換していきたい   → 問 22 へ 

□ 現在の事業内容とは全く異なる領域の事業分野へ進出・転換していきたい → 問 20 へ 

□ 廃業を予定している                         → 問 21 へ 

□ わからない                             → 問 22 へ 

 

問 20 問 19 で「現在の事業内容とは全く異なる領域の事業分野へ進出・転換していきたい」とお答え

の方にお伺いします。どんな事業への進出を計画していますか？（ご記入をお願いします） 

 

 

問 21 問 18 で「廃業を予定している」とお答えの方にお伺いします 

①廃業を予定している理由は何ですか。（当てはまるものに  して下さい：複数回答可） 

□ 適当な後継者がいない 

□ 競争が激しく､対応できない(収益の確保) 

□ 従業員の確保が難しい           

□ 後継者候補に継ぐ意思がない 

□ 市場が縮小し、ニーズがなくなりつつある 

□ その他(            ) 
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②廃業する際、貴事業所のノウハウ､市場等の利活用意向はありますか。 

（当てはまるものに  して下さい：複数回答可） 

□ 生産ノウハウ、技術、特許を他社に技術移転・売却していきたい 

□ サービスや、顧客を他社に売却していきたい 

□ 設備や施設を他社に売却していきたい 

□ その他(               ) 

□ 特に考えていない 

 

問 22 事業承継の予定についてお伺いします。（当てはまるもの１つに  して下さい） 

□ 後継者が決まっており、その後継者に事業を承継する （およそ    年先） 

□ 承継者は決まっていないが、後継者候補はいる 

□ 後継者は決まっておらず、後継者候補もいないが、事業は継続したい 

□ 代表者（事業主）がまだ若いので、後継者を決める必要がない 

 

問 23 問 21 で「後継者が決まっており、その後継者に事業を承継する」とお答えの方にお伺いします。 

①承継者・承継先について（当てはまるもの１つに  して下さい） 

□ 親族への承継                                □ 親族ではない従業員への承継 

□ 同業者への承継（自身の知り合い）            □ 同業者でない取引先への承継 

□ 第３者へ売却また譲渡                        □ その他(            ) 

②事業承継の取組状況について （当てはまるもの１つに  して下さい） 

□ 具体的に取り組んでいる        □ 近々取り組む予定である 

□ まだ何も取り組んでいない       □ 事業承継に向けた取り組み方が分からない 

□ その他（                             ） 

 

問 24 その他、事業承継についての問題点についてお伺いします。 

（当てはまるものに  して下さい：複数回答可） 

□ 後継者の選定について   □ 後継者の養成について  □ 自社株式について 

□ 相続税・贈与税について  □ 事業承継に必要な資金の調達について 

□ 事業売却について     □ その他（               ） 

□ 特にない 
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経営課題                                   

問 25 今後、取り組みたい経営課題について、お伺いします。 

①販売面について（当てはまるものに  して下さい） 

    □ 売上アップを目指したい 

→ 上記にを入れた方にお伺いします。具体的にどのような売上アップを目指したい 

ですか？（当てはまるものに  して下さい：複数回答可） 

□ インターネットを使った販売をしたい 

□ 店舗をリニューアルしたい 

□ 看板を製作・リニューアルしたい 

□ 新しい店舗を出店したい 

□ 新製品／新商品／新サービス／ 

新メニュー等をつくりたい 

□ チラシによる販売促進をしたい 

□ POP による販売促進をしたい 

□ 商品等のパッケージを改良したい 

□ 海外に販売したい 

□ 自社ブランドをつくりたい 

□ ホームページをつくりたい 

□ 展示会に出展したい 

□ ビジネスパートナーを探したい 

 

②財務面について（当てはまるものに  して下さい：複数回答可） 

□ 資金繰りを改善したい 

□ コストを削減したい 

□ その他（ 

□ 融資を受けたい 

□ 財務体質を強化したい 

） 

 

③組織・人材面について（当てはまるものに  して下さい：複数回答可） 

□ 従業員を採用したい 

□ 親族・従業員に事業承継をしたい 

□ その他（ 

□ 従業員の能力を向上させたい 

□ 社会保険・労働保険（労災／雇用）に加入したい 

） 

 

④製造・在庫管理について（建設業・製造業の方のみ）（当てはまるものに  して下さい：複数回答可） 

□ 新技術・新製品を開発したい 

□ ５S を導入したい 

□ 技術承継を進めたい 

□ 歩留り率を上げたい 

□ その他（ 

□ 新工場を建てたい 

□ 原価計算を行いたい 

□ 在庫を減らしたい 

□ 知的財産を保護したい 

） 

 

問 26 経営に役立つ情報は誰（どこ）から得ることが多いですか？（当てはまるものに  して下さい：複数回答可） 

□ 従業員 □ 顧客・取引先 □ 金融機関 □ 税理士・会計士 

□ 商工会 □ 業界加盟団体等 □ 行政、公的機関 □ 同業者 

□ 家族/友人/知人 □ 先代や会社ＯＢ □ インターネット  

□ その他（具体的に                              ） 
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問 27 商工会では今後も、皆様の経営のお役に立てるよう需要動向調査を実施していく予定です。 

そこで需要動向の把握を希望する商品・サービス・項目等があれば教えて下さい。（ご記入をお願いします） 

 

 

 

問 28 商工会では、経営の安定と持続的な発展を図るための「経営計画」づくりを支援しています。 

自事業所の経営計画をつくることに関心がありますか？（当てはまるもの１つに  して下さい） 

□ 既に経営計画があり、活用している。 □ 関心がある □ 関心がない 

 

ご協力ありがとうございました 
ご不明な点は → 加須市商工会 0480-61-0842 

 


